
11.3%

17.5%

19.9%

11.5%

10.2%

6.2%

13.8%

24.9%

21.3%

13.4%

14.7%

6.1%

24.0%

32.8%

32.9%

28.7%

29.8%

15.2%

14.8%

13.3%

16.0%

17.7%

17.5%

12.7%

28.5%

9.3%

8.1%

24.4%

23.0%

46.4%

7.6%

2.3%

1.9%

4.3%

4.7%

13.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Total

①上位群

②中位群（DX必要あり）

③中位群（DX必要なし）

④その他群（DX必要あり）

⑤その他群（DX必要なし）

(n
=2
9
82
)

(n
=3
5
4)

(n
=4
3
2)

(n
=2
0
9)

(n
=6
1
7)

(n
=1
0
29
)

可能な限りWeb会議 Web会議の方が多い 対面会議の方が多い

可能な限り対面会議 Web会議を活用してない Web会議を活用できない

14.4%

20.8%

10.9%

44.8%

21.6%

16.1%

47.6%

16.0%

61.6%

33.9%

33.7%

33.3%

42.0%

58.8%

29.0%

35.3%

20.4%

52.9%

29.5%

22.0%

49.5%

17.8%

61.9%

34.2%

32.8%

30.7%

37.3%

50.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

事業継続計画策定･見直し

財務体制の強化

IT投資

既存顧客との関係強化

省力化･無人化

新規事業の立ち上げ

製造･販売ｺｽﾄの低減

研究開発の強化

新規顧客の開拓

新製品開発

既存製品の高付加価値化

設備投資

品質向上

人材の確保･育成

コロナ以前 コロナ後

コロナ後増加

コロナ後減少

13.4%

27.4%

25.9%

13.7%

13.3%

4.3%

3.3%

5.6%

2.8%

4.3%

3.2%

3.3%

39.3%

41.1%

51.3%

28.9%

55.4%

25.5%

44.0%

26.0%

20.1%

53.1%

28.0%

67.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Total

①上位群

②中位群（DX必要あり）

③中位群（DX必要なし）

④その他群（DX必要あり）

⑤その他群（DX必要なし）

(
n
=
3
0
1
3
)

(
n
=
3
5
8
)

(
n
=
4
3
3
)

(
n
=
2
1
1
)

(
n
=
6
1
7
)

(
n
=
1
0
4
4
)

利用したことがあり､今後も利用したい 利用したことがあるが､今後は利用しない

利用したことはないが､今後は利用したい 利用したことはなく､今後も利用しない

16.9%

28.0%

29.5%

14.3%

17.2%

9.1%

4.9%

5.6%

3.7%

6.2%

5.5%

5.2%

31.6%

38.7%

39.4%

24.3%

43.0%

19.1%

46.5%

27.7%

27.4%

55.2%

34.3%

66.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Total

①上位群

②中位群（DX必要あり）

③中位群（DX必要なし）

④その他群（DX必要あり）

⑤その他群（DX必要なし）

(
n
=
3
0
0
2
)

(
n
=
3
5
4
)

(
n
=
4
3
4
)

(
n
=
2
1
0
)

(
n
=
6
1
6
)

(
n
=
1
0
3
1
)

利用したことがあり、今後も利用したい 利用したことがあるが、今後は利用しない

利用したことはないが、今後は利用したい 利用したことはなく、今後も利用しない

デジタルトランスフォーメーションを活かした中小企業の販路開拓に関する調査研究報告書 ＜サマリー＞
～ デジタルを活かしたビジネスマッチングの変革（ビジネスマッチング・イノベーション）に向けて ～

【調査背景・課題認識】
〇新型コロナウィルス感染症（以下、コロナ）の影響により、社会・経済、産業・企業のビジネス等で中小企業・小規模事業者
を取り巻く事業環境やニーズが大きく変化。個人・企業とも半ば強制的に変化を促されたことを好機と捉え、中小企業は、デ
ジタルトランスフォーメーション（以下、DX） の利点を活かした行動変容が必要

〇コロナ禍により、これまでの対面営業や販路開拓のツールである商談会、見本市等が実施できなくなるなど、従来型の取
引形態に大きな支障が生じている。また、これまで経済のグローバル化に対応し、有効とされてきたサプライチェーンの機
能も失われ、コロナ後を見据えた対応が喫緊の課題

【調査目的】
〇中小企業・小規模事業者を取り巻く事業環境が、受発注の両面で大きく変化する中、Web等オンラインを活用した新たな取
引形態が求められている現状・課題を踏まえ、支援の在り方や今後の方向性を調査・研究

【調査対象・範囲】 製造業 中小企業・小規模事業者

【調査内容・方法】 （１）文献調査、 （２）アンケート調査（国内の中小製造業２万社を対象。３千社から回答）

（３）ヒアリング調査（販路開拓支援企業、受発注企業）、（４）調査委員会による検討

アンケート調査結果のポイント

4.0%

2.6%

1.7%

2.4%

3.4%

6.2%

17.7%

9.6%

11.1%

16.9%

17.4%

22.5%

23.7%

20.0%

21.1%

26.1%

24.4%

25.6%

49.6%

61.2%

59.5%

49.3%

50.8%

41.1%

3.6%

5.5%

5.7%

4.3%

2.3%

2.9%

1.5%

1.2%

1.6%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Total

①上位群

②中位群（DX必要あり）

③中位群（DX必要なし）

④その他群（DX必要あり）

⑤その他群（DX必要なし）

(
n=

2
98

5
)

(
n=

3
45

)
(
n=

4
22

)
(
n=

2
07

)
(
n=

6
14

)
(
n=

1
02

8
)

同一市区町村 同一都道府県 同一地方圏 全国 海外 その他

 ホームページ、SNS等の活用は浸透。一方、動画による製品・技術紹介、ウエビナー、オン
ライン活用による商談会、オンライン販売等の活用は進んでおらず、効果が認識できてい
ない

 IT導入時の課題は、費用対効果、社内のIT人材、従業員のITへの関心や情報リテラシー

IT利活用の状況

オンライン展示会･商談会等の利用状況と今後の意向
（IT利活用とDX取組意向別）

商圏 （IT利活用とDX取組意向別）

新規調達先を開拓する取組（発注企業）新規販売先を開拓する取組（受注企業）

コロナ前後の経営課題 (n=2815)

 コロナによって８割の中小企業が経営に悪影響。国内外で需要が急減。国内外市場の蒸発は、産
業・企業間での格差を生み出しつつ、長期化する可能性

 コロナの影響で、販路開拓、商談・見積がボトルネック。経営者のトップセールスや訪問営業など
従来の販路開拓の手法が使えなくなり、新規販売先の開拓等にも支障

 コロナの前後で、中小企業の経営課題は大きく変化。既存顧客との関係強化や財務体質の強化、
事業継続計画策定・見直し等によって経営・事業の基盤を整えつつ、IT投資や新事業の立ち上げ
を重視

コロナによる
経営等への

影響

コロナによる経営への影響、影響が生じている業務プロセス

 コロナの影響で、受発注両面でデジタルを活かしたビジネスマッチング（オンライン展示会・商談会、
ビジネスマッチングサイト等）の利用が広がる可能性

受発注活動
への影響

(n=2838)

好影響あり
5.1%

悪影響あり
81.9%

影響なし
13.0%

(n=2897)

IT利活用の状況

 複合的なIT利活用やDXに取組む必要性を感じている中小企業ほど、商圏が広い。商圏が
狭い中小企業もデジタルを活かしたビジネスマッチングによる販路開拓の可能性が

 複合的なIT利活用やDXに取組む必要性を感じている中小企業ほど、商談でのWeb会議や
デジタルを活かしたビジネスマッチング（オンライン展示会・商談会、ビジネスマッチングサ
イト等）の利用に積極的

IT利活用の状況と
DXの取組意向

ビジネスマッチングサイトの利用状況と今後の意向
（IT利活用とDX取組意向別）

商談でのWeb会議利用状況 （IT利活用状況×DX取組意向）

43.1%

38.0%

38.0%

26.9%

23.7%

12.6%

12.2%

11.3%

11.1%

5.9%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

導入効果がわからない､評価できない

ｺｽﾄが負担できない

社内にITに詳しい人材がいない､育成が困難

従業員のITへの関心､情報ﾘﾃﾗｼｰが不十分

ｾｷｭﾘﾃｨ上の不安

ITの導入方法がわからない

IT技術や製品を選択できない

特にない

外部等からの新たなIT人材の獲得が困難

相談先がわからない､相談先がない

その他

IT導入時の課題

6.8%

2.9%

1.0%

1.7%

2.4%

3.9%

3.0%

10.2%

6.1%

49.4%

19.3%

9.3%

12.8%

8.3%

11.9%

20.2%

21.7%

22.1%

5.9%

2.4%

1.2%

2.7%

3.3%

1.6%

2.7%

1.4%

1.3%

19.6%

12.8%

11.5%

12.8%

8.8%

11.1%

12.9%

9.7%

10.8%

6.9%

22.7%

13.9%

21.5%

11.9%

10.6%

14.5%

11.0%

17.1%

6.7%

24.7%

37.6%

25.5%

44.4%

30.8%

30.1%

24.1%

17.8%

4.7%

15.3%

25.4%

23.0%

21.0%

30.2%

16.5%

21.9%

24.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ﾎｰﾑぺｰｼﾞ､SNS等の活用

動画による製品･技術紹介

ｳｴﾋﾞﾅｰ

ｵﾝﾗｲﾝ活用による商談ｼｽﾃﾑ

ｵﾝﾗｲﾝ販売

調達管理ｼｽﾃﾑ

ﾃﾚﾜｰｸ､ﾘﾓｰﾄｱｸｾｽ等のｼｽﾃﾑ

開発･設計･試作の効率化ｼｽﾃﾑ

業務管理ｼｽﾃﾑ

(
n
=
2
8
7
4
)

(
n
=
2
7
8
6
)

(
n
=
2
7
3
2
)

(
n
=
2
7
8
1
)

(
n
=
2
7
4
8
)

(
n
=
2
7
2
5
)

(
n
=
2
7
7
0
)

(
n
=
2
7
7
6
)

(
n
=
2
7
7
1
)

十分効果 ある程度効果 効果得られず 効果不明

今後活用予定 今後も活用しない よくわからない



ﾘｱﾙより､ｵﾝﾗｲﾝ

の取組を強化･徹

底する
1.8%

ｵﾝﾗｲﾝとﾘｱﾙな取組

の融合･連携を図る

38.9%

ｵﾝﾗｲﾝより､ﾘｱﾙな取

組を強化･徹底する

9.7%

特に要望はない

49.2%

その他

0.4%

(n=2884)

57.1%

56.0%

45.5%

44.3%

28.2%

23.2%

17.8%

12.4%

12.4%

9.9%

17.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

感染ﾘｽｸを減らせる

会場までの移動負担を軽減できる

地方や海外等からでも参加しやすい

出展､参加費用が安価

会期､開場時間等の開催時間を柔軟に設定できる

多くの企業と面談することができる

動画等を活用して製品･技術を紹介できる

面談や相談の時間を多くとれる

技術解説､営業資料の配布･共有をしやすい

参加履歴等の情報を蓄積･利用しやすい

その他

特にない

(n=2944)

デジタルトランスフォーメーションを活かした中小企業の販路開拓に関する調査研究報告書 ＜サマリー＞
～ デジタルを活かしたビジネスマッチングの変革（ビジネスマッチング・イノベーション）に向けて ～

 コロナにより変容した業務プロセスや最重要課題である販路開拓、新規顧客開拓を解決するためには、デジタルを活かし
たビジネスマッチングの利点に気づくことが重要

 商談におけるWeb会議やオンライン展示会・商談会の活用によって、移動の負担が軽減され、コスト削減や時間が節約。
商談等のスケジュールや展示会・商談会の開催時間の調整がしやすくなり、柔軟性や意思決定のスピードが向上。多くの
企業との面談ができ、地方や海外とのやりとりも容易になり、新たな顧客獲得の可能性も

 業務プロセスにおける販路開拓・ビジネスマッチングのデジタルツールの活用や最適な組み合わせ、信頼できる仲介者等
のパートナーとの連携が重要

２． デジタルを活かしたビジネスマッチングの利点に気づく

デジタルを活かしたビジネスマッチングの変革に向けた中小企業等へのメッセージ ～中小企業が、今後生き残っていくためにはデジタルを活かした変革が必須～

 中小企業・小規模事業者においても、デジタル化への対応やそれらを活かした行動変容、経営の変革が待ったなしの状況

 ITの利活用状況と経営状況（損益の水準、売上高、経常利益）には相関。IT投資や利活用の状況によって、企業間の経営
状況や生産性に格差が生じており、デジタル化への対応が企業の生き残りを左右

 コロナ後のデジタルを活かした新たな変化に対応できない産業や企業は、事業の縮小のみならず、市場からの撤退も

 販売管理システムや中小企業共通EDIによる取引のデジタル化に加え、融資・決済サービスの支払のデジタル化が不可
欠。国の補助金申請においてもデジタル化への対応が必須

１． デジタルを活かした変革は待ったなし、意識・行動を変えなければ生き残れない

損益の状況 

 

売上高の状況 

 

経常利益の状況 

 
 

62.8

57.7

52.9

22.2

26.5

27.8

15.0

15.8

19.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

上位群(n=360)

中位群(n=664)

その他群(n=1730)

黒字 収支ﾄﾝﾄﾝ 赤字

36.8

34.9

27.6

34.6

38.8

41.0

28.5

26.3

31.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

上位群(n=361)

中位群(n=659)

その他群(n=1720)

増収傾向 横ばい 減収傾向

30.6

29.5

24.0

41.7

42.2

45.4

27.8

28.3

30.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

上位群(n=360)

中位群(n=658)

その他群(n=1718)

増益傾向 横ばい 減益傾向

IT利活用状況別（※ ）の経営指標

＜※備考：IT利活用の効果＞

〇上位群 ：販路開拓系（注
１）、情報基盤系（注２）ともに
上位グループ

〇中位群：販路開拓系、情報
基盤系のいずれかのみ上位
グループ

〇その他群：上記以外のグ
ループ

注１：販路開拓系：「ホーム
ページ、SNS等の活用」、「動

画による製品・技術紹介」、
「ウエビナー（Webのセミ

ナー）」、「オンライン活用によ
る商談システム」、「オンライン
販売（EC出店等）」

注２：情報基盤系：「調達管理
システム（EDI）」、「テレワーク、

リモートアクセス等のシステ
ム」、「開発・設計・試作の効
率化システム
（CAD/CAM/CAE等）」、「業
務管理システム（ERP等）」

オンライン展示会・商談会のデメリット

販路開拓・ビジネスマッチングのデジタルツール（例）IT投資開始／非開始企業の売上高経常利益率

（注）売上高経常利益率=経常利益/売上高。2007年度から2013年度まで
連続して回答している中小企業
（資料）経済産業省「企業活動基本調査」再編加工

企業間（BtoB）取引・決済のプロセスとデジタル化

（資料）中小企業庁（2020）「中小企業のデジタル化について」、金融庁『金融業界における
書面・押印・対面手続の見直しに向けた検討会』第4回（2020年7月31日）

オンライン展示会・商談会のメリット

〇Jグランツに国及び自治体の補助事業が掲載され、ワンス
トップで、補助金情報を収集することが可能
〇24時間365日、自宅や職場など、いつでも・どこでも申請
が可能
〇移動時間や交通費、郵送費などのコスト削減が期待
〇法人共通認証基盤（GビズID）により申請事業者の基本情

報が自動入力されるなど、何度も同じ入力をすることがなく
なり（ワンスオンリー）、入力負担が軽減
〇GビズIDにより、書類の押印が不要となり、紙でのやり取り
もなくなる

〇グランツ上でリアルタイムに申請状況や処理状況が把握
できるため、手続を迅速に行うことが可能

補助金申請システム（Jグランツ）の概要

（資料）経済産業省「補助金申請システム（Jグランツ）」ホームページ

中小企業庁によるEDI普及の取組

48.8%

47.4%

32.1%

30.1%

25.0%

22.7%

20.0%

14.4%

1.6%

16.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

相手の雰囲気や反応が把握できない

製品や技術を実感してもらうことが困難

動画等の紹介用ｺﾝﾃﾝﾂ制作が困難

出店者が多いと埋もれてしまう

顧客の問題意識の聴取や商談につなげにくい

自社の紹介ﾌﾞｰｽへの呼び込みが難しい

製品･技術に偶然出会うﾁｬﾝｽが限られる

画面上の表示が小さく資料の説明がしにくい

その他

特にない

(n=2924)

顧客からの
問い合わせ

潜在顧客へのリーチ 商談・提案 受注・契約

動画編集

チャットボット

顧客関係管理（CRM）、営業支援（SFA）

ビデオ会議（Web会議）

チャット（コミュニケーションツール）

名刺管理・交換

電子契約・電子署名

議事録作成・トランスクリプト

EC支援

オンライン化によるビジネスマッチング
の今後の形態に関する要望

 Web会議を活用した商談では、細かいニュアンスが伝わらず、相手の反応が把握できないこと、オンライン展示会･商談会
についても、相手の雰囲気や反応が把握できない、製品や技術を実感してもらうことが困難なこと等が課題

 対面等のリアルの単なる置き換えではなく、リアルとオンラインの利点を活かしたビジネスマッチングの融合や相乗効果に
よる新たな価値創造が必要

３． リアル／オンラインのビジネスマッチングを使い分け、相乗効果を生かす
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2007 2010 2013

（％）

（年）

2010年度にIT投資を開始し、その後IT投資を2013年度まで継続している企業（IT投資開始企業）

2007年度から2013年度まで一度もIT投資をしていない企業（IT投資非開始企業）



デジタルトランスフォーメーションを活かした中小企業の販路開拓に関する調査研究報告書 ＜サマリー＞
～ デジタルを活かしたビジネスマッチングの変革（ビジネスマッチング・イノベーション）に向けて ～

デジタルを活かしたビジネスマッチングの変革に向けた支援対象・優先度
デジタルを活かしたビジネスマッチングの変革に向けた官民による役割分担と支援策（案）

デジタルを活かしたビジネスマッチングの変革に向けた支援策（案）

 中小企業のIT利活用の状況やデジタルを活かした経営変革の意識を踏まえ、支
援対象や優先度を見極めることが重要

支援対象・優先度の見極め

 デジタルを活かしたビジネスマッチングの変革（ビジネスマッチングイノベーショ
ン）に向け、官民の強み役割を活かした効果的な連携による支援策の組み合わ
せ（基盤整備）や利用しやすい環境整備（実証事業）などの支援が必要

今後の役割分担・支援展開

IT利活用

レベル３

（全体最適）

IT利活用

レベル２

（部分最適）

IT利活用

レベル１

（未活用）

デジタルを活かした経営変革の意識が高い デジタルを活かした経営変革の意識が低い

民間事業者

【行政・支援機関 主導】

【行政・支援機関と民間事業者による官民連携】

＜実施主体＞

■地方自治体（都道府県、都道府県協会、商工団体等）

■金融機関（メガバンク、地方銀行、信用金庫・組合等）

■商社（総合商社、専門商社等）

■民間サービス事業者（ツール、仲介等）

＜具体的な支援策（案）＞

■デジタルを活かしたビジネスマッチング実証事業

・業種別のモデル実証（例：基礎素材型製造業）

・地域別のモデル実証（例：広域エリア）

・グローバル販路開拓のモデル実証

＜実施主体＞

■国（経済産業省、中小企業庁）、独立行政法人（中小機構、JETRO、IPA等）

■地方自治体（都道府県、都道府県協会、商工団体等）

＜具体的な支援策（案）＞

■デジタルを活かしたビジネスマッチング基盤整備

・セミナー／ワークショップの開催

・販路開拓・ビジネスマッチングツール、サービスの整備

・オンライン展示会支援、オンライン商談会の開催

・オンライン相談、コーディネート支援

セミナー／
ワークショップ

ビジネスマッチング
ツール・サービス

展示会 商談会
個別あっせん

／コーディネート

Step 1
ビジネスマッチングに
関心がない・知らない

■デジタル活用ツール・サー
ビスマップの整備・紹介

■オンライン展示会
の情報提供

Step 2
ビジネスマッチングの
効果がわからない

■デジタル活用レベルチェッ
クシートの作成支援

■オンライン展示会
の出展支援

■オンライン商談会
の開催

Step 3
受発注企業を知りたい
探したい

■PRエントリーシート、動画
作成等のハンズオン支援

■オンライン相談、
コーディネータ紹介

Step 4 受発注企業を絞り込みたい
■デジタル活用ツール・サー
ビスの活用支援

Step 5 受発注企業と話を詰めたい

デジタルを活かしたビジネスマッチング支援策のイメージ

中小企業の段階別ニーズ

■セミナーの開催（デジタ
ルを活かしたビジネスマッ
チング成功事例紹介等）

■ワークショップの開催
（デジタル活用ツール・
サービスの体験・試行）

官民によるビジネスマッチング等の支援の現状（イメージ）

 官民による中小企業の販路開拓の段階的な支援の橋渡しによる相乗効果が必
要。従来のビジネスマッチング支援策を生かしながら、デジタルを活かしたビジ
ネスマッチングの支援策を取り入れることが重要

官民連携による相乗的な支援

ヒアリング調査のポイント

 オンライン営業・商談、イベント、Webマーケティング、マッチングサイト等のデジ
タルを活かしたビジネスマッチング支援ツールやパートナーが広がり、多様化。
ビジネスマッチングにおける人工知能（AI）の導入例も

 コロナの影響を踏まえ、会議、工場見学、展示会、商談等のリモート化に取り組
む中小企業も増加

 ただし、受発注企業によるデジタルを活かしたビジネスマッチングには、企業規
模、業種、地域間で格差

デジタルを活かしたビジネス
マッチング対応の格差

デジタルを活かしたビジネス
マッチング支援の広がり

 従来の「販路開拓」「共同受注」の考え方を捉え直すことが必要。デジタルを活
かしたビジネスマッチングにおいて、「売りたい」だけの情報発信ではなく、「買
いたい」情報や社長の人柄が分かる情報などを発信、共有することで新たな
パートナーと関係づくりや中小企業間の情報発信、共有等が重要

デジタルを活かした
企業間の横の関係づくり

デジタルを活かしたビジネスマッチングの変革に向けた支援策（案） 続き

IT利活用

レベル３

（全体最適）

IT利活用

レベル２

（部分最適）

IT利活用

レベル１

（未活用）

デジタルを活かした経営変革の意識が高い デジタルを活かした経営変革の意識が低い

【国】 政策目標設定「中小企業のデジタル化・IT利活用による生産性向上」、補助金申請システム

【民間事業者】金融機関や商社、
民間サービス事業者等：

販路開拓面でビジネスマッチングや
ツール、紹介サービス等を提供

【国】
中小企業共通EDIの普及・啓発等

による事業環境整備

【各地域、地方自治体や都道府県協会、商工団体等の支援機関】
・中小企業の経営課題の解決に向けた支援の展開
・販路開拓では、ビジネスマッチング支援
（商談会、展示会の開催、個別あっせん、セミナー開催等）

【国・支援機関（独立行政法人）】
・中小企業デジタル化応援事業
・ビジネスマッチングサイトの設置・運営等による支援を展開

＜例＞
・中小機構：ジェグテック（国内外Webマッチングサイト）
・JETRO： TTPP（国際ビジネスマッチングサイト）

IT利活用

レベル３

（全体最適）

IT利活用

レベル２

（部分最適）

IT利活用

レベル１

（未活用）

デジタルを活かした経営変革の意識が高い デジタルを活かした経営変革の意識が低い

【グループ１】 △（※）

対象層

・IT利活用の効果あり（例：販路開拓、情報基盤等の相乗的な効果）、全体最適化

【グループ２】 〇

対象層

・IT利活用の部分的な効果あり

(例：販路開拓、情報基盤等で効果）

・部分最適から全体最適へ

【グループ３】 ◎

対象層

・IT利活用の部分的な効果あり

(例：販路開拓、情報基盤等で効果）

・部分最適で現状維持

【グループ４】 ◎

対象層

・IT利活用の効果なし・少ない

（例：小規模、下請、狭い商圏）

・IT利活用の意向あり

【グループ５】 〇

対象層

・ IT利活用の効果なし・少ない

（例：小規模、下請、狭い商圏）

・現状維持

※ 支援の優先度順に凡例（◎、〇、△）を記載
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